外部研修支援事業実施要領
平成30年9月15日制定

（目的）

第１　この事業は、岩手県内のものづくり事業者（以下「事業者」という。）が従業員の資質向上と企業力向上のため、公益財団法人いわて産業振興センター（以下「センター」という。）が外部研修に要する経費の一部を支援することで、事業者の人材育成に資することを目的とする。
（支援対象企業等）

第２　支援の対象となる事業者は、県内に本社、工場又は事業所を有する法人、または個人のうち、日本標準産業分類で以下の中分類に属する企業（プラスチック製造業、ゴム製品製造業、鉄鋼業、非鉄金属製造業、金属製品製造業、はん用機械器具製造業、生産用機械器具製造業、業務用機械器具製造業、電子部品・デバイス・電子回路製造業、電気機械器具製造業、情報通信機械器具製造業、輸送用機械器具製造業）。
（支援対象事業）

第３　助成の対象となる事業は、事業者からの申し出があったもので、事業者従業員の技術者育成につながるもので、実技訓練を伴う外部研修、トレーニング活動とする。
（助成対象経費）

第４　支援対象経費は、従業員旅費、宿泊費とする。助成金額は1人あたり50,000円以内とし、原則、いわて産業振興センター旅費支給基準内の金額とする。
　　補助対象経費限度額基準

	対象経費
	基準
	補助率

	従業員旅費
	・公共交通機関を使用し最も合理的な方法で移動した場合の交通費
・実額もしくはセンター旅費基準算定額のいずれか低い方の金額
	左記基準で100%

	宿泊費
	・実額もしくはセンター旅費基準算定額のいずれか低い方の金額
	左記基準で100%


　
（周知の方法）

第５　支援事業の周知は、センターＨＰに掲載して行うほか、プロジェクトマネージャー、サブマネージャー、職員の企業訪問により行う。
（支援事業の申請）

第６　支援事業の申請をする事業者は、「外部研修支援事業申請書」（様式１）によりセンターに申請するものとする。また、先進企業等に従業員を派遣した場合は、「外部支援事業実施報告書（先進企業等派遣用）（様式２）を追加して提出するものとする。
（支援事業の決定）

第７　支援助成する事業者は、書類選考で選定し、センターが決定する。
（報告書及び請求書の提出）
第８支援事業終了後、２週間以内に「実績報告書」（様式第２）をセンターに提出する。
（支援後の対応）

第９　この事業の成果を把握するため、プロジェクトマネージャー、サブマネージャー、職員による企業訪問を行い、継続的に支援するものとする。
（補足）
　第10　この要領で定めるもののほか、外部研修支援事業の実施に必要な事項はセンターが別に定める。

　附　則

この要領は、平成30年9月15日から施行する。
